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 入札、開札の日時及び場所 平成31年３月
15日午後２時 東京都千代田区霞が関１
２１ 水産庁会議室（ただし、郵送（書留
郵便に限る。）による入札書の受領期限につい
ては、平成31年３月14日午後５時必着とす
る。）

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した競
争参加資格に関する証明書類を平成31年３月
14日午後５時までに、上記３に示す場所に
提出しなければならない。入札者は開札日の
前日までの間において、支出負担行為担当官
から当該証明書類に関し説明を求められた場
合は、それに応じなければならない。当該証
明書類に関し説明の義務を履行しない者は落
札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の入札、申請書又は資料等に虚偽の
記載をした者の入札、入札に関する条件に違
反した入札及び水産庁競争契約入札心得第４
条の３の規定に違反した者の入札は無効とす
る。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した調達案
件を履行できると支出負担行為担当官が判断
した入札者であって、予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされない恐れがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。なお、本公告に
示した特定役務は、仕様書案についての意見
招請手続をとった場合、履行準備期間を十分
に確保することが困難になるため、当該手続
を省略した。

５ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Shigeto Hase, Director
General of Fisheries Agency
 Classification of the services to be pro‑
cured : 14, 71, 27
 Nature and quantity of the services to be
required : Installation, maintenance and op‑
eration work of terminal related to Vessel
tracking system (VMAC) 1 Set

 Fulfillment period : 31 March 2020
 Fulfillment place : As shown in the te‑
nder documentation
 Qualification for participating in the ten‑
dering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall :
 not come under Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting. Furthermore, mi‑
nors, Person under Conservatorship or
Person under Assistance that obtained
the consent necessary for concluding a
contract may be applicable under cases
of special reasons within the said clause.
 not come under Article 71 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting.

 have the Grade A, B, C or D in
terms of qualification provision of ser‑
vices for participating in tenders by Min‑
istry of Agriculture, Forestry and Fish‑
eries (Single qualification for every min‑
istry and agency) in the fiscal year 2016,
2017 and 2018.
 prove not to be a period of receiving
nomination stop from the contracting of‑
ficer etc.
 meet the qualification requirements
which the Obligating Officer may specify
in accordance with Article 73 of the Cabi‑
net Order.

 Time limit for tender : 14 : 00 15 March,
2019 (tenders submitted by mail 17 : 00 14
March, 2019)

 Contact point for the notice : Naoki Mat‑
sumoto Office of Vessels Management, Fis‑
heries Policy Planning Department, Fish‑
eries Agency, 121 Kasumigaseki Chiyo‑
da‑ku Tokyo 1008907 Japan TEL 03
35019562

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 31 年１月 21 日

支出負担行為担当官
東京航空局長 鶴田 浩久

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東空契第 641 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達等件名及び数量 発電装置 １式
 引渡場所 仕様書による
 調達案件の仕様等 本製造は、佐渡空港庁
舎の撤去計画に伴う発電装置のシェルター化
を行い、既存発電設備を更新するものである。
【主要製造・設置・調整機器】
30kVA発電装置（シェルター型発電装置）
１式
受電柱 １基
引込開閉器盤 １式
【主要撤去対象機器】
発電装置（３相 210Ｖ 60Hz 30kVA
180min１／平成９年11月製造）１式
主開閉器盤 １面
自動制御盤（自動充電装置含む）１面
室内燃料タンク １式
耐雷トランス １式
引込開閉器盤 １式
サイトシステム（ＳＡＭＡ）１式（移設）

 履行期間 契約締結日の翌日から平成32年
３月20日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。

３ 入札手続き方法等
 担当部局

〒1020074 東京都千代田区九段南１
１15九段第二合同庁舎 東京航空局総務部
契約課 ＴＥＬ0368801505 ＦＡＸ03
68801506
 入札説明書の交付方法 平成31年２月20日
まで無償で貸与するので、入札参加希望者は
必ず交付を受けること。但し、休日を除く10
時00分から17時00分まで。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限 平
成31年２月21日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の平成31年３月14日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の平成31年３月14日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の平成31年３月15日10時00分に持参。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ等級
に格付けされた競争参加資格を有する者であ
ること。なお、当該資格を有していない者に

ついては、「競争参加者の資格に関する公示」
（平成30年３月30日付官報）に記載されてい
る申請方法等により、競争参加資格の申請を
受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 平成15年４月１日以降に、元請として完了
した「20kVA以上のディーゼル機関発電装
置」を自ら設計・製造（直結・艤装を含む）
し納入した実績（契約）を有するものである
こと。
 調達物品に対し、仕様書に基づく製造等を
行える者であること。
 調達物品に対し、仕様書に基づくアフター
サービスが整備された者であること。
 調達物品に対し、品質管理体制が整備され
た者であること。
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